
平成™�年š月š˜日 月曜日 (号外特第�号)官 報

第
三
条
の
十
六
第
一
項
中
「
若
し
く
は
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
廃
止
申
告
書
」
を
「
、
育
児
休
業
等
を
す
る

者
の
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
継
続
適
用
申
告
書
、
育
児
休
業
等
期
間
変
更
申
告
書
若
し
く
は
財
産
形
成
非
課
税

年
金
貯
蓄
廃
止
申
告
書
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
及
び
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
廃
止
申
告
書
」
を

「
、
育
児
休
業
等
を
す
る
者
の
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
継
続
適
用
申
告
書
及
び
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
廃

止
申
告
書
」
に
、「
異
動
申
告
書
及
び
」
を
「
異
動
申
告
書
、」に
改
め
、「
勤
務
先
異
動
申
告
書
」
の
下
に
「
及
び
育
児

休
業
等
期
間
変
更
申
告
書
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
第
一
号
中
「
及
び
」
を
「
、
育
児
休
業
等
を
す
る
者
の
財
産
形

成
非
課
税
年
金
貯
蓄
継
続
適
用
申
告
書
、
育
児
休
業
等
期
間
変
更
申
告
書
及
び
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
特
別

国
内
勤
務
申
告
書
」
の
下
に
「
、
育
児
休
業
等
を
す
る
者
の
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯
蓄
継
続
適
用
申
告
書
、
育
児

休
業
等
期
間
変
更
申
告
書
」
を
加
え
る
。

第
三
条
の
十
七
中
「
特
別
国
内
勤
務
申
告
書
」
の
下
に
「
、
育
児
休
業
等
を
す
る
者
の
財
産
形
成
非
課
税
年
金
貯

蓄
継
続
適
用
申
告
書
、
育
児
休
業
等
期
間
変
更
申
告
書
」
を
加
え
、「
別
表
第
三
f

」
を
「
別
表
第
三
g

」に
改
め
る
。

第
四
条
の
三
第
一
項
中
「
施
行
令
第
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
店
頭
売
買
登
録
銘
柄
」
を
「
店
頭
売
買
登
録

銘
柄
（
株
式
（
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
投
資
口
を
含
む
。
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
同
じ
。）で
、
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
十
三
項
に
規
定
す
る
認
可
金
融
商
品
取
引
業
協
会
が
、
そ

の
定
め
る
規
則
に
従
い
、
そ
の
店
頭
売
買
に
つ
き
、
そ
の
売
買
価
格
を
発
表
し
、
か
つ
、
当
該
株
式
の
発
行
法
人
に

関
す
る
資
料
を
公
開
す
る
も
の
と
し
て
登
録
し
た
も
の
を
い
う
。）」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
六
第
三
号
ロ
中
「
厚
生
年
金
基
金
、
企
業
年
金
連
合
会
又
は
企
業
年
金
基
金
」
を
「
企
業
年
金
基
金
又

は
企
業
年
金
連
合
会
」
に
、「
す
べ
て
」
を
「
全
て
」
に
改
め
る
。

第
五
条
の
六
第
二
項
第
三
号
中
「
代
表
者
」
の
下
に「（
法
人
税
法
第
二
条
第
八
号
に
規
定
す
る
人
格
の
な
い
社
団

等
で
代
表
者
の
定
め
が
な
く
、管
理
人
の
定
め
が
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、管
理
人
。以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
。）」

を
加
え
る
。

第
五
条
の
七
第
一
項
中
「
第
五
条
の
四
第
五
項
」
を
「
第
五
条
の
四
第
四
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
五

条
の
四
第
七
項
」
を
「
第
五
条
の
四
第
六
項
」
に
、「
同
条
第
六
項
各
号
」
を
「
同
条
第
五
項
各
号
」
に
改
め
、
同
条

第
三
項
中
「
第
五
条
の
四
第
十
二
項
」
を
「
第
五
条
の
四
第
十
一
項
」
に
改
め
る
。

第
五
条
の
八
第
五
項
及
び
第
六
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

５

施
行
令
第
五
条
の
五
第
三
項
に
規
定
す
る
取
得
価
額
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
取
得
価
額
」
と
い

う
。）が
百
二
十
万
円
以
上
の
工
具
、
器
具
及
び
備
品
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令

で
定
め
る
も
の
は
、
法
第
十
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
個
人
が
そ
の
年
（
そ
の
年
が
平
成
十
年
で
あ
る
場
合
に

は
同
項
に
規
定
す
る
指
定
期
間
の
初
日
か
ら
同
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
間
に
限
る
も
の
と
し
、
そ
の
年
が

平
成
二
十
九
年
で
あ
る
場
合
に
は
同
年
一
月
一
日
か
ら
同
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
間
に
限
る
も
の
と
す
る
。）

に
お
い
て
、
取
得
（
そ
の
製
作
の
後
事
業
の
用
に
供
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
も
の
の
取
得
に
限
る
。
次
項
に
お
い
て

同
じ
。）又
は
製
作
を
し
て
国
内
に
あ
る
当
該
個
人
の
営
む
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
事
業
の
用
（
次
項
に
お

い
て
「
指
定
事
業
の
用
」
と
い
う
。）に
供
し
た
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
測
定
工
具
及
び
検
査
工
具
（
一
台
又
は

一
基
（
通
常
一
組
又
は
一
式
を
も
つ
て
取
引
の
単
位
と
さ
れ
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
一
組
又
は
一
式
。
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
同
じ
。）の
取
得
価
額
が
三
十
万
円
未
満
で
あ
る
も
の
を
除
く
。）、
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
電
子
計

算
機
（
所
得
税
法
施
行
令
第
百
三
十
八
条
又
は
第
百
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
除
く
。）

又
は
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
試
験
若
し
く
は
測
定
機
器
（
一
台
又
は
一
基
の
取
得
価
額
が
三
十
万
円
未
満
で
あ

る
も
の
を
除
く
。）の
取
得
価
額
の
合
計
額
が
そ
れ
ぞ
れ
百
二
十
万
円
以
上
で
あ
る
場
合
の
当
該
測
定
工
具
及
び
検

査
工
具
、
電
子
計
算
機
又
は
試
験
若
し
く
は
測
定
機
器
と
す
る
。

６

取
得
価
額
が
七
十
万
円
以
上
の
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
施
行
令
第
五
条
の
五
第
三
項
に
規
定
す

る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
法
第
十
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
個
人
が
そ
の
年
（
そ
の
年
が
平
成
十
八
年

で
あ
る
場
合
に
は
同
年
四
月
一
日
か
ら
同
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
間
に
限
る
も
の
と
し
、
そ
の
年
が
平
成

二
十
九
年
で
あ
る
場
合
に
は
同
年
一
月
一
日
か
ら
同
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
間
に
限
る
も
の
と
す
る
。）に
お

い
て
、
取
得
又
は
製
作
を
し
て
国
内
に
あ
る
当
該
個
人
の
営
む
指
定
事
業
の
用
に
供
し
た
施
行
令
第
五
条
の
五
第

一
項
に
規
定
す
る
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
（
所
得
税
法
施
行
令
第
百
三
十
八
条
又
は
第
百
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
の
適

用
を
受
け
る
も
の
を
除
く
。）の
取
得
価
額
の
合
計
額
が
七
十
万
円
以
上
で
あ
る
場
合
の
当
該
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
と
す

る
。

第
五
条
の
十
二
第
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

３

施
行
令
第
六
条
の
三
第
七
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
専
ら
同
号
イ
に
規
定
す
る

開
発
研
究
の
用
に
供
さ
れ
る
減
価
償
却
資
産
の
耐
用
年
数
等
に
関
す
る
省
令（
昭
和
四
十
年
大
蔵
省
令
第
十
五
号
）

別
表
第
六
の
上
欄
に
掲
げ
る
器
具
及
び
備
品
（
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
固
定
資
産
に
限
る
。）と
す
る
。

第
五
条
の
十
二
を
第
五
条
の
十
五
と
し
、
第
五
条
の
十
一
を
第
五
条
の
十
四
と
し
、
第
五
条
の
十
の
次
に
次
の
三

条
を
加
え
る
。

（
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
）

第
五
条
の
十
一

施
行
令
第
五
条
の
六
の
四
第
十
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
当
該
個
人
の
就
業
規

則
に
お
い
て
同
項
に
規
定
す
る
継
続
雇
用
制
度
を
導
入
し
て
い
る
旨
の
記
載
が
あ
り
、
か
つ
、
次
に
掲
げ
る
書
類

の
い
ず
れ
か
に
当
該
継
続
雇
用
制
度
に
基
づ
き
雇
用
さ
れ
て
い
る
者
で
あ
る
旨
の
記
載
が
あ
る
場
合
の
当
該
者
を

い
う
。

一

雇
用
契
約
書
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
雇
用
関
係
を
証
す
る
書
類

二

施
行
令
第
五
条
の
六
の
四
第
四
項
に
規
定
す
る
賃
金
台
帳

（
生
産
性
向
上
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
所
得
税
額
の
特
別
控
除
）

第
五
条
の
十
二

施
行
令
第
五
条
の
六
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
シ
ス
テ
ム
仕
様
書

そ
の
他
の
書
類
と
す
る
。

２

施
行
令
第
五
条
の
六
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
は
、
開
発
研
究
（
新
た
な

製
品
の
製
造
若
し
く
は
新
た
な
技
術
の
発
明
又
は
現
に
企
業
化
さ
れ
て
い
る
技
術
の
著
し
い
改
善
を
目
的
と
し
て

特
別
に
行
わ
れ
る
試
験
研
究
を
い
う
。）の
用
に
供
さ
れ
る
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
と
す
る
。

（
耐
震
基
準
適
合
建
物
等
の
特
別
償
却
）

第
五
条
の
十
三

法
第
十
一
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
証
明
が
さ
れ
た
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
者
の
当
該
耐
震
改
修
対
象
建
築
物
（
同
項
に
規
定
す
る
耐
震
改
修
対
象
建
築
物
を
い
う
。
第
一

号
に
お
い
て
同
じ
。）が
そ
の
部
分
に
つ
い
て
行
う
建
築
物
の
耐
震
改
修
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
七
年
法
律

第
百
二
十
三
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
耐
震
改
修
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
耐
震
改
修
」
と
い
う
。）の

た
め
の
工
事
に
よ
り
同
法
第
五
条
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
耐
震
関
係
規
定
又
は
同
法
第
十
七
条
第
三
項
第
一

号
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
と
な
る
旨
を
証
す
る
書
類
に
よ
り
証
明
が
さ
れ

た
当
該
耐
震
改
修
と
す
る
。

一

当
該
耐
震
改
修
対
象
建
築
物
の
所
在
地
の
地
方
公
共
団
体
の
長

二

建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
七
十
七
条
の
二
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
確
認

検
査
機
関

三

建
築
士
（
建
築
士
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
号
）
第
二
十
三
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
登
録

さ
れ
た
建
築
士
事
務
所
に
属
す
る
建
築
士
に
限
る
。）

第
五
条
の
九
第
一
項
中
「
に
つ
き
確
認
し
た
旨
を
記
載
し
た
」
を
「
が
確
認
で
き
る
」
に
改
め
る
。

第
五
条
の
十
五
中
「
同
項
に
規
定
す
る
指
定
期
間
内
」
を
「
平
成
二
十
四
年
一
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
七
年
三
月

三
十
一
日
ま
で
の
期
間
内
」
に
改
め
、
同
条
を
第
五
条
の
十
八
と
す
る
。

第
五
条
の
十
四
を
第
五
条
の
十
七
と
す
る
。

第
五
条
の
十
三
中
「
第
六
条
の
六
第
四
項
か
ら
第
七
項
ま
で
」
を
「
第
六
条
の
六
第
二
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
に

改
め
、
同
条
を
第
五
条
の
十
六
と
す
る
。

第
五
条
の
十
二
第
五
項
中
「
第
六
条
の
三
第
十
八
項
」
を
「
第
六
条
の
三
第
二
十
項
」
に
、「
第
六
条
の
三
第
十
二

項
」
を
「
第
六
条
の
三
第
十
三
項
」
に
、「
策
定
し
た
」
を
「
策
定
し
、
又
は
作
成
し
た
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第

七
項
と
し
、
同
条
第
四
項
中
「
第
六
条
の
三
第
十
四
項
」
を
「
第
六
条
の
三
第
十
五
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第

六
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
法
第
十
二
条
第
一
項
の
表
の
第
二
号
の
第
三
欄
」
を
「
施
行
令
第
六
条
の
三
第
七
項

第
一
号
ロ
及
び
法
第
十
二
条
第
一
項
の
表
の
第
四
号
の
第
三
欄
」
に
、「
定
め
る
も
の
」
を「
定
め
る
器
具
及
び
備
品
」

に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

５

施
行
令
第
六
条
の
三
第
十
二
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法

施
行
規
則
（
平
成
二
十
六
年
総
務
省
、
農
林
水
産
省
、
国
土
交
通
省
令
第
二
号
）
第
三
条
第
三
号
及
び
第
四
号
に

掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

›œ›


		2014-03-31T09:07:31+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




